
青森県人材育成推進会議設置要綱 

 
 

（設置） 

第１ 青森県人材育成方針並びに同方針に基づく人材育成方策の実施案の検討及び調整を

行うとともに、人材育成方策の効果を高めるための改善案等について提言するため、青

森県人材育成推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２ 推進会議は、次の事務を所掌する。 

（１）人材育成方針の検討及び調整に関すること。 

（２）人材育成方策の実施案の検討及び調整に関すること。 

（３）実施した人材育成諸方策の改善案及び新たな人材育成方策の提言に関すること。 

（４）その他人材育成に関し必要な事項に関すること。 

（組織等） 

第３ 推進会議は、会長、副会長及び委員をもって構成し、会長が招集する。 

２ 会長は、総務部長をもって充て、副会長には、人事に関する事務を担当する総務部次

長をもって充てる。 

３ 委員は、別表に掲げる所属の長の職にある者をもって充てる。ただし、人事委員会事

務局、労働委員会事務局及び監査委員事務局にあっては次長をもって充てる。 

４ 会長、副会長若しくは委員に事故があるとき又は不在のときは、あらかじめ会長、副

会長若しくは委員が指示する者がその職務を代理する。 

（幹事会） 

第４ 推進会議に幹事会を置く。 

２ 幹事会は幹事長及び幹事をもって構成し、幹事長が招集する。 

３ 幹事長は人事課長をもって充てる。 

４ 幹事会の幹事は、別表に掲げる所属の人事に関する事務を掌理するグループマネージ

ャーをもって充て、グループが置かれない所属にあっては人事に関する事務を掌理する

職にある者をもって充てる。 

５ 幹事会は、次の事務を処理する。 

（１）推進会議が検討する青森県人材育成方針について事前に検討、調整を行うこと。 

（２）人材育成諸方策の実施案について、事前に検討、調整を行うこと。 

（３）実施した人材育成諸方策に係る改善案や新たな人材育成方策について、調査、資料

の収集及び意見交換を行うこと。 

（４）その他人材育成に関し必要な事項に関すること。 

（検討部会） 

第５ 推進会議に検討部会を置く。 

２ 検討部会は部会長及び部会員をもって構成し、部会長が必要に応じて招集する。 

３ 部会長は人事課長をもって充てる。 



４ 検討部会の部会員は、部会長が幹事の中から別に定める者をもって充てる。 

５ 検討部会は、次の事務を処理する。 

（１）人材育成諸方策の実施案について、専門的調査及び研究を行うこと。 

（２）その他人材育成に関し必要な事項に関すること。 

６ 検討部会は、必要があると認めるときは、部会員以外の者の出席を求め、その意見又

は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第６ 推進会議の庶務は、総務部人事課において行う。 

（その他） 

第７ この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成１１年５月６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公表の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公表の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年９月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年９月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３０年８月２０日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年２月２８日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 



＜別表＞ 

 

総務部人事課 

企画政策部企画調整課 

環境生活部県民生活文化課 

健康福祉部健康福祉政策課 

商工労働部商工政策課 

農林水産部農林水産政策課 

県土整備部監理課 

危機管理局防災危機管理課 

観光国際戦略局観光企画課 

エネルギー総合対策局エネルギー開発振興課 

出納局会計管理課 

病院局運営部総務課 

議会事務局総務課 

教育庁職員福利課 

警察本部警務課 

人事委員会事務局 

労働委員会事務局 

監査委員事務局 

 

 


